
部門ごとの施策の成果及び予算の実績
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１　総　務　部　門

（1） 出資団体の指導監督

　　①　事業の目的

　県の出資法人等への関わり方に関する基本的事項を定める条例に基づき，出資法人等の経営評価

を実施することにより，法人の経営状況に応じた的確な指導監督を行い，経営の健全化を図る。

　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　令和元年度の経営評価については，公認会計士及び税理士を含む経営評価チームにおける検討結

果に基づき，法人の経営健全化方策等の指導を行った。また，経営評価の「概ね良好」の法人比率

は74％（対前年度比１ポイント減）となった。

　経営改善専門委員会については，（公財）茨城県開発公社の経営改革プランの実施状況及び同公社

のあり方の検討結果について審議した。

　出資法人等所管課職員研修会については，公認会計士を講師として，財務諸表の見方や監査の基

礎知識等の習得を目的として実施した結果，担当職員の会計知識等の向上を図ることができた。

　今後とも，「出資団体のあり方の見直し」，「経営健全化の推進」，「自立的な経営の推進」など出

資団体改革を推進していく。

（2） 私学教育の振興

　　①　事業の目的

　私立学校の教育条件の維持向上，保護者負担の軽減，経営の健全化及び特色のある教育の推進を

図る。
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

718774－－△2661,040

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

718
(一財 718)

774
(一財 774)

１　経営評価

　平成30年度決算に基づき，県内に事務所を置

く35法人を対象に経営評価を実施

２　経営改善専門委員会

　(公財)茨城県開発公社の改革の実施状況等に

ついて審議

３　出資法人等所管課職員研修会

　出資法人等に対する指導・監督を担当する職

員の資質の向上を図るため，研修会を実施

県
出資法人等

経 営 評 価

718774計



　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　私立高等学校等への経常費補助については，小学校から高等学校まで，前年度を上回る児童生徒

１人当たりの補助単価により実施した結果，特に私立高等学校にあっては，令和２年度の初年度納

付金を24校中19校が据え置くなど保護者負担の軽減を図ることができた。

　私立高等学校等への就学支援事業については，28,955人の生徒に対し支援金を支給し，家庭の教

育費負担の軽減を図った。

　また，私立高等学校等への授業料減免事業を行った結果，5,559人の生徒が就学の機会を失うこ

となく学業の継続を図ることができた。

　今後の課題としては，生徒数等の減少が見込まれる中，私立学校が教育諸条件を悪化させること

なく健全な学校経営を行うことができるよう，学校に対する指導助言及び保護者負担の軽減に努め

る必要がある。

（3） 競輪事業

　　①　事業の目的

　競輪を開催し，その売上金により自転車その他機械工業の振興，体育事業，社会福祉など公益の

増進を図るとともに，収益金の一部を一般会計に繰り出すことにより県財政に寄与する。

　　②　事業の実績
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

14,224,72914,459,476－－18,20114,441,275

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

9,420,496

（国庫 1,418,077）

（一財 8,002,419）

9,420,860

（国庫 1,304,950）

（一財 8,115,910）

　私立学校の設置者に対して経常的経費を補助

　　補助先 学校法人茨城外26法人，48校

　＜（国定）＞

学 校 法 人

私立高等学校等

経 常 費 補 助

事 業

4,421,016

（国庫 4,421,016）

4,620,956

（国庫 4,620,956）

　高等学校等の就学支援事業を実施する私立学校

の設置者に対して事業費を補助

　　補助先 学校法人茨城外35法人，44校

　＜（国定）＞

学校法人等

私立高等学校等

就 学 支 援

事 業

286,104

（国庫 8,350）

（一財 277,754）

320,547

（国庫 21,140）

（一財 299,407）

　高等学校等の授業料減免事業を実施する私立学

校の設置者に対して事業費を補助

　　補助先 学校法人茨城外28法人，46校

　＜（国１／２県１／２）等＞

学校法人等

私立高等学校等

授 業 料 減 免

事 業

97,113

（一財 97,113）

97,113

（一財 97,113）

　専修学校の設置者に対して運営費を補助

　　補助先 学校法人筑波研究学園外22法人，36校
学 校 法 人

学 校 法 人 立

専修学校運営費

補 助 事 業

14,224,72914,459,476計

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

10,871,89510,941,094－－△610,36711,551,461



　　③　事業の成果及び今後の課題

　令和元年度は，普通競輪36日，記念競輪４日，計40日間競輪を開催するとともに，他の競輪場が

行う競輪の車券発売（場外発売）を191日間実施し，車券売上は10,216,471千円となった。

　収支状況は，事業収入が11,413,766千円，事業支出が10,871,895千円で，541,871千円を令和２

年度へ繰り越した。また，改革工程表における一般会計への繰出金の目標額である１億円を繰り出

したことにより，県財政に寄与することができた。

　今後は，新型コロナウイルス感染症の影響で不透明な部分もあるが，運営においては，新型コロ

ナウイルス感染症対策に万全を期すとともに，引き続き魅力あるレースの開催（開設以来２度目と

なるＧⅠレースの令和４年２月の開催が決定）や効果的な広報活動により売上向上を図るととも

に，引き続き運営コストの節減に努め収益の向上を図る。

（4） 行財政改革等の推進

　　①　事業の目的

　本県の行財政運営の指針である県総合計画第５部「『挑戦する県庁』への変革」に基づき，県民

本位，積極果敢，選択と集中の３つの基本姿勢のもと，「挑戦できる体制づくり」及び「未来志向の

財政運営」の２つの取組を柱に各種施策を推進する。

　あわせて，スクラップ・アンド・ビルドの徹底等により限られた財源の有効活用を図り，将来に

わたって発展可能であり健全な財政構造の確立を目指す。

　　②　事業の実績
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

99,505

(その他 99,505)

105,371

(その他 105,371)
　職員給与費県競輪事業総務費

372,917

(その他 372,917)

389,799

(その他 389,799)

　競輪場の維持管理及び施設整備

（１）施設改修工事（競走路全面改修工事外）

（２）投票業務用機器等リース

（３）その他施設の諸修繕及び各種点検等

県競 輪 場 費

10,299,318

(その他 10,299,318)

10,345,768

(その他 10,345,768)

　車券の払戻金，選手への賞金，（公財）ＪＫＡへ

の交付金など競輪の開催に要する経費

　　開催日数

　　ア　普通競輪 10回（36日間）

　　イ　記念競輪 １回（４日間）

 計11回（40日間）

県競輪開催費

155

(その他 155)

156

(その他 156)

　競輪事業基金への積立

　　令和元年度末基金残高 1,358,896千円
県積 立 金

100,000

(その他 100,000)

100,000

(その他 100,000)
　一般会計への繰出金県繰 出 金

10,871,89510,941,094計

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

116,035117,742－－△4,375122,117



　　③　事業の成果及び今後の課題

　「挑戦できる体制づくり」のため，働き方改革の推進として，時差出勤制度及びテレワーク制度

を大幅拡充し，利用促進を図るとともに，事務の効率化や民間委託の拡大，ＲＰＡやＡＩなどＩＣ

Ｔの積極的な活用等，全庁的に仕事の見直しを行い，仕事の生産性向上を図った。また，「活力が

あり，県民が日本一幸せな県」づくりに向けた政策を着実に展開していくため，企業誘致・土地販

売業務を移管するなど，営業戦略部を再編するとともに，保健所機能強化のための再編や，近年の

児童虐待相談対応件数の増を踏まえた児童相談所の体制強化などを行った。

　さらに，「未来志向の財政運営」のため，ＰＤＣＡサイクルに基づき，事業の数値目標やＫＰＩ

（重要業績評価指標），事業の進捗状況を踏まえた事業の見直しを行った。

　今後も引き続き，効率的に仕事ができる環境づくりや仕事の生産性向上，健全な財政構造の確立

など徹底した行財政改革に取り組んでいく。

（5） 適正な人事管理の推進

　　①　事業の目的

　職員が能力を最大限に発揮でき，かつ勤務意欲の向上が図られるよう，職員研修の充実，民間企
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

48,875
（一財 48,875）

49,865
（一財 49,865）

　県総合計画第５部「『挑戦する県庁』への変

革」に基づき，以下の取組を全庁をあげて推進

１　挑戦できる体制づくり

（１）「人財」育成と実行力のある組織づくり

（２）働き方改革の推進

（３）多様な主体と連携した県政運営

２　未来志向の財政運営

（１）戦略的な予算編成と健全な財政構造の確立

（２）出資団体改革の推進

県
行財政運営の

推 進

66,743
（一財 66,743）

67,266
（一財 67,266）

　業務改革を推進するため以下のＩＣＴを導入

１　ＲＰＡ 20業務に導入

２　チャットボット ６業務に導入

３　議事録支援システム 711業務で利用

県
ＩＣＴを活用した

業 務 改 革 推 進

417
（一財 417）

611
（一財 611）

　以下の３つの基本的な考え方をもとに組織を改

正するとともに，行政需要に応じた適正な人員配

置を実施

１　組織改正の基本的な考え方

（１）職員が新たな発想で積極的に挑戦できる組

織体制の構築

（２）スピード感のある事務執行体制の整備

（３）「選択と集中」によるメリハリのある組織

体制の整備

２　定員の適正化

　　一般行政部門の職員数の適正配置

一般行政部門職員数（令和２年４月１日現

在の速報値）   4,804人（前年度比△10人）

県
組織・定数

管 理

116,035117,742計



業派遣や人事交流による人材の育成，勤務実績と能力を重視した人材の登用など適切な人事管理を

行うとともに，職員の給与制度の適正な管理と運用に努め，社会経済情勢や県民ニーズの変化に的

確に対応できる自主的・自立的な行政運営体制を確立する。

　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　多様化した行政需要に迅速かつ的確に対応できるよう，合計1,712人の定期人事異動を行うとと

もに，職員研修の充実などにより，職員の積極的な能力活用と勤務意欲の向上を図った。

　また，人事委員会勧告等を踏まえた給与改定を行うとともに，能力及び実績に基づく給与処遇を

図るため，人事評価結果の給与への反映を全職員に対し実施した。

　今後とも，県政運営の課題に的確に対応するため，引き続き適材適所を基本とした人事配置を

行っていくとともに，給与制度等について，国や他団体，民間の状況等を踏まえ，適正管理を進める。
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

20,95522,636－－△6,41429,050

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

8,019

(その他 7)

 (一財 8,012)

9,137

(その他 6)

(一財 9,131)

１　給与制度等の管理

（１）給与・旅費制度の適正な管理

　　　職員の給料（昇給・昇格）の管理

　　　手当制度や旅費制度の管理

（２）公民較差に基づく給与改定

　人事委員会勧告を踏まえ，給料表及び期

末・勤勉手当を引上げ

（３）能力・実績による給与管理の徹底

　人事評価の結果を昇給及び勤勉手当に反映

２　適正な人事管理

　組織の活性化と職員の勤務意欲の向上に留意

して人事管理を実施

県一 般 事 務 費

12,936

(一財 12,936)

13,499

(一財 13,499)

　新たな行政課題に対応できる職員の育成を図る

ため，派遣研修を実施

１　自治大学校派遣研修

（１）第１部課程 １人

（２）第１部・第２部特別課程 １人

（３）地域づくりセミナー １人

２　大学院派遣研修

　　政策研究大学院大学 １人

３　民間企業等派遣研修 18人

４　海外派遣研修

（１）創造型（グループ）国際研修 23人

（２）創造型（個人）国際研修 １人

県職員研修費

20,95522,636計



（6）　職員の福利厚生

　　①　事業の目的

　職員が健康で安心して職務に専念できるよう，健康管理などの福利厚生に関する事業を実施する

ことにより，県行政事務の円滑な推進を図ることのできる環境づくりに努める。

　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　各種健康診断等を通じて，職員の健康状態を把握するとともに，特に，定期健康診断・人間ドッ

クの有所見者を対象に，検診における過去５年間の個々の職員のデータを活用しながら，延べ1,156

人の職員に対し運動や食事などの生活習慣を含めた健康相談・保健指導を行った。

　メンタルヘルス対策においては，職員健康カウンセラーの配置，ストレスチェック制度の実施等

により職員のメンタルヘルス不調の未然防止に努めた。

　職員を取り巻く環境の変化に伴い，ストレスを抱えている職員が増加傾向にあることから，引き

続きメンタルヘルス不調による長期療養職員の低減に向け，意識啓発や管理監督者向けの研修会，

各種健康相談を行う。

（7）　県有未利用地処分の推進

　　①　事業の目的

　将来にわたって利用計画のない県有未利用地の処分を推進し，県財政の健全化に努める。 
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

141,681150,031－－△10,976161,007

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

141,681

（その他 56）

（一財 141,625）

150,031

（その他 34）

（一財 149,997）

　疾病の予防及び早期発見による職員の健康管理

を図るため各種健康診断等を実施

（１）委託先　(公財)茨城県総合検診協会外29件

（２）受診者数等

　　ア　定期健康診断　　　　　受診者 3,661人

　　イ　人間ドック　　　　　　受診者 2,377人

　　ウ　退職予定者検診　　　　受診者 99人

　　エ　ＶＤＴ作業従事者健康診断

　　　　　　　　　　　　　　　受診者 5,154人

　　オ　特定年齢定期健康診断　受診者 162人

　　カ　特殊業務従事者健康診断

　　　　　　　　　　　　　　　受診者 284人

　　キ　健康づくり教室　　　　受講者 21人

　　ク　メンタルヘルス研修会　受講者 199人

　　ケ　ストレスチェック　　　回答者 6,289人

県職員健康管理

141,681150,031計



　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　県有未利用地については，一般競争入札等による処分を推進し，令和元年度は，売却件数３件

で，96,184千円の歳入を確保した。

　今後とも，関係機関との連携及び情報発信の強化に努め，未利用地の早期処分を推進する。

（8）　県税の賦課徴収

　　①　事業の目的

　地方税法等に基づき，適正な課税と公平な徴収に努め，税収の確保を図る。

　　②　事業の実績
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

49,921

(県債 34,300)

（その他 13）

（一財 15,608）

61,567

(県債 43,800)

（その他 12）

（一財 17,755）

　県有未利用地の売却推進を図るため，環境整備

を実施

（１）境界確定等の測量 ３件

（２）不動産鑑定 11件

（３）建物解体工事 １件

県
県有未利用地

売却対策費

2,392

（その他 2,392）

2,982

（その他 2,982）

　県有未利用地の売却推進を図るため，県内部及

び市町村の利用・買受調査を行い，利用計画のな

い物件については，一般競争入札等により売却処

分を実施

（１）入札物件の新聞広告掲載等

　　　新聞広告 ２回（１回目４紙，２回目５紙）

　　　インターネット入札　１回

（２）売却件数 ３件

県
活用検討地

処分事務費

52,31364,549計

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

52,31364,549－－△7,53472,083

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

1,112,3401,144,807－－△47,2691,192,076

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

1,095,340
(その他 744,351)

(一財 350,989)

1,127,807
(その他 674,007)

(一財 453,800)

　地方税法及び茨城県県税条例の規定に基づき，

県税の賦課徴収を実施

　　税収実績 378,367,926千円

１　県税徴収率向上対策

（１）「県税徴収率向上対策本部会議」や各県税

事務所に設置した「滞納整理検討会議」によ

る目標設定と進行管理の徹底

県県税の賦課徴収



　　③　事業の成果及び今後の課題

　令和元年度の県税収入額は，地方消費税や法人二税の減などにより，前年度を4,604百万円下回

る378,368百万円となった。

　また，県税徴収率は，前年度を0.07ポイント上回る98.72%で，収入未済額は，前年度から288百

万円減の4,327百万円となった。

　今後とも，地方税法等に基づく適正な課税や各種徴収対策を実施し，税収の確保に努めていく。
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（２）税目ごとの特性に応じた取組

　　ア　個人県民税

　　（ア）合同滞納整理の実施 ６市町村

　　（イ）県税務職員の市町村派遣

　　　　　相互交流 ４市町

　　イ　自動車税

　　（ア）納期内納付街頭キャンペーン等の実施

 駅前等７か所，企業訪問184社

　　（イ）給与・預金等債権の差押 3,083件

　　（ウ）タイヤロック方式による自動車の差押

 31件

（３）コンビニ納税の実施

　　ア　委託先 （株）常陽銀行，地銀ネットワー

 クサービス（株）　　　　　　　　

　　イ　収納実績 714,021件，26,925,870千円

（４）クレジットカード納税の実施

　　ア　委託先　ヤフー（株）

　　イ　収納実績 40,139件，1,594,638千円

（５）スマホ納税の実施

　　ア　委託先 (株)常陽銀行，地銀ネットワー

 クサービス(株)，スマホ等決済提

 供会社３社　　　　　　　　　　

　　イ　収納実績 134件，6,597千円

（６）インターネット公売の実施

 不動産・自動車等15点，うち７点落札

２　税務総合オンラインシステムの運用管理

　　県税の課税及び収納管理の実施

　　ア　委託先 （株）日立製作所，アクモス（株）

　　イ　実績

　　　　納税通知書発行件数 1,441,055件

　　　　納付書発行件数 277,433件

　　　　収納件数 1,595,059件

17,000
(一財 17,000)

17,000
(一財 17,000)

　市町村が賦課徴収する地方税（個人県民税含

む）の滞納整理を行う一部事務組合の運営費に対

する補助

　　補助先 茨城租税債権管理機構

茨 城 租 税 

債 権 管 理 

機　 構

茨城租税債権

管理機構に

対する支援

1,112,3401,144,807計



（9）　広域行政の推進

　　①　事業の目的

　合併後のまちづくりの根幹となる市町村建設計画に位置付けられた事業に対する財政支援等の実

施により，合併市町の一体性の確立と均衡ある発展を図る。

　また，地域情報の収集と行政課題の把握に努めるとともに，権限移譲の計画的な推進や，市町村

間の広域連携の取組の支援により，市町村の総合行政・広域行政の推進を図る。

　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　旧合併特例法下で合併した15市町に対し，新市町村づくり支援事業による小中学校や道路等の整

備への財政支援を行うことにより，合併後の均衡あるまちづくりの一層の推進が図られた。

　また，市町村への権限移譲については，水戸市の中核市移行に伴う事務の移譲も含め，新たに

33法令に基づく609事務について移譲し，計画的な推進が図られた。

　今後も，人事交流や事務マニュアルの作成等により受入体制の整備を支援するなど，さらなる権

限移譲の推進に努めるとともに，広域連携に関する情報提供や助言の実施等により，総合行政・広

域行政の推進に取り組む市町村に対し支援を行う。

（10）　広聴・相談活動

　ア　広聴活動

　　①　事業の目的

　県民に身近に感じていただける開かれた県政運営を進めるため，県民参加による集会広聴や調査

広聴など多様な広聴事業を実施することにより，県民からの意見や要望を各種施策へ反映させると

ともに，県民の県政に対する理解を深める。 
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

551,926
(一財 551,926)

551,926
(一財 551,926)

　合併市町のまちづくりを支援するため，市町村

建設計画に位置付けられた事業に対する財政支援

等を実施

　　対象市町 土浦市外14市町

県

新 市 町 村

づくり支援

事 業

867
(その他 1）

(一財 866）

1,046
(その他 1）

(一財 1,045）

１　市町村への権限移譲の推進

　市町村への権限移譲方針に基づき，権限移譲

を計画的に推進

　　市町村への移譲事務数 33法令609事務

２　市町村の広域連携の支援

　県内の一部事務組合の再編・統合等に関する

助言や，広域連携に関する情報収集・提供や支

援等

県
自治振興・

広 域 連 携

552,793552,972計

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

552,793552,972－－△1,380554,352



　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　「知事と県民の対話集会」や「住民提案」などの各種広聴事業を通して，県政に関する意見，要

望，提案等が県民から多数寄せられた。これらの意見等は，関係部局に周知し各種施策への反映を
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

5,7216,020－－△1,5387,558

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

314
(一財 314)

406
(一財 406)

　知事と県民の対話集会

　「大井川知事と語ろう！新しい茨城づくり」

　地域に根ざし，特色ある活動を行っている団

体等の現場へ知事が出向き，団体等参加者と意

見交換等を実施

（１）（一社）アントラーズホームタウンＤＭＯ

　　ア　期日　令和元年７月18日

　　イ　参加者 14人

（２）eスポーツ関係者

　　ア　期日　令和元年８月21日

　　イ　参加者 9人

（３）結いプロジェクト

　　ア　期日　令和元年11月14日

　　イ　参加者 8人

（４）認定ＮＰＯ法人「宍塚の自然と歴史の会」

　　ア　期日　令和２年２月20日

　　イ　参加者 10人

県集 会 広 聴

5,169
(一財 5,169)

5,254
(一財 5,254)

１　県政世論調査

　　県政に関する県民の意識や要望を調査

（１）委託先 （株）マーケティングリサーチサ

　　　　　　　　ービス

（２）調査期間　令和元年６月24日～７月10日

（３）調査対象　18歳以上の県民3,000人

（４）調査方法　郵送法

（５）調査項目　11項目52問

（６）回答者　　1,798人（回答率59.9％）

２　いばらきネットモニター

　インターネットを利用した県政に関する県民

の意識のアンケート調査

（１）モニター数 738人（令和２年３月末現在）

（２）調査件数 12件

県調 査 広 聴

238
(一財 238)

360
(一財 360)

　はがきやインターネットによる意見・提案

　　提案件数 1,874件

　　　主な意見　空港・鉄道などの整備 144件

　　　　　　　　感染症 112件

　　　　　　　　動物愛護 84件

　　　　　　　　観光の振興 76件

県住 民 提 案

5,7216,020計



図るとともに，必要に応じて提案者に回答するなどの対応に努め，県民と行政との意思の疎通を図

ることができた。

　また，「県政世論調査」やインターネットを活用した「いばらきネットモニター」へのアンケー

ト調査により県民の生活意識，県の施策や事業に対する関心や理解，意見等を把握し，県政推進の

基礎資料を得ることができた。

　今後とも，様々な広聴事業を通して，県民の県政に対する関心や意見等をきめ細かく聴取し，関

係部局との連携を取りながら，的確な各種施策の推進を図っていく。

　イ　案内・相談等

　　①　事業の目的

　来庁者への業務案内や庁舎案内を行うほか，広報コーナーや県政シアター等において本県の現状

や各種施策，将来像など県政に関する情報を提供するとともに，県民相談センターにおいて，県民

からの様々な相談に的確・迅速に対応することにより，身近で親しみのある県政の推進を図る。

　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　県庁舎を訪れた県民等に対し業務案内や庁舎案内を行うとともに，小学生や一般の団体見学者に
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

33,42934,133－－△1,23635,369

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

13,873
(一財 13,873)

14,374
(一財 14,374)

１　庁舎案内

（１）委託先 （株）アビック

（２）総合案内 25,553人

（３）団体見学 26,278人

２　広報コーナー等の運営

　県内スポーツチームやいばらきフィルムコ

ミッション作品等の紹介及び庁内各課による施

策紹介の展示など

県
総 合 案 内

等 事 業

19,556
(その他 823)

(一財 18,733)

19,759
(その他 1,007)

(一財 18,752)

１　行政情報センター

　県・国・他の地方公共団体の資料収集，閲覧，

貸出及び刊行物有償頒布

（１）閲覧 3,785人

（２）貸出 60冊

（３）有償刊行物指定 90種類

（４）有償頒布 846冊　622,397円

２　県民相談センター

　県民からの各種相談や意見，要望の受付処理

　相談件数 3,327件

　　　主な相談内容　医療（感染症） 224件

　　　法律相談の照会 160件

　　　障害・高齢者福祉 110件

県

行政・相談

セ ン タ ー

管 理 運 営

33,42934,133計



対し，県の施策等の説明を行い，県政への理解や県民サービスの向上を図ることができた。

　また，県庁舎２階の広報コーナーにおける展示により，県の各種施策や将来像など県政に関する

情報をわかりやすく県民に紹介することができた。

　県民相談センターにおいては，相談員を常時配置し，各種相談に対応するとともに，法律的判断

を必要とする相談に対しては，弁護士による無料法律相談において助言を行うなど，県民の諸問題

の解決を支援することができた。

　今後とも，きめ細かな相談対応に努めるとともに，更に多くの県民に利用してもらえるよう，わ

かりやすく充実した県政情報の提供に努めていく。

（11）　表彰事務の実施

　　①　事業の目的

　社会の進歩発展に著しい功労，功績のあった者及び今後の活躍が期待される者に対し知事表彰を

行い，県民の励みとすることにより，県勢の発展・向上を図る。

　　②　事業の実績

　　③　事業の成果及び今後の課題

　各分野において活躍した受賞者の栄誉等を称えるとともに，その功績を広く周知することによ

り，県民の大きな励みとし，県内各界各層の一層の発展・向上に資することができた。また，平成

30年度に創設した「新しいいばらきづくり表彰」及び「知事奨励賞表彰」においては，今後の活躍

が期待される者や活躍が注目されていなかった者を掘り起こして表彰することができた。

　今後とも，表彰事務を適切に行うため，各分野から幅広く情報収集し，真に県勢発展や県民に明

るい話題を提供した候補者が選出されるよう，数多くの潜在的な候補者の把握に努める必要がある。 
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

3,7073,709－－△1193,828

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

3,707
(一財 3,707)

3,709
(一財 3,709)

　生活環境，社会福祉，産業，文化・芸術，ス

ポーツ等の分野において，特に顕著な功労・功績

のあった者及び今後の活躍が期待される者に対す

る表彰

（１）期日　令和元年11月13日

（２）表彰対象者　　49人，12団体

　　ア　県民栄誉賞 ２人

　　イ　特別功労賞 １人

　　ウ　功績者（個人） 33人

　　エ　功績者（団体） 10団体

　　オ　新しいいばらきづくり（個人） ６人

　　カ　新しいいばらきづくり（団体） ２団体

　　キ　知事奨励賞 ７人

県県功績者表彰

3,7073,709計
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